























































(1) H-6.10. 28 (指紋【収集】/国賠〉大阪高判平成6年 10月28日(判時 1513























憲法 13条に違反するということはできないj とする。憲法 14条， 31条， B 
規約7条， 6条違反の主張も斥け，適用違憲の主張も斥ける。
(2) H-17.4.28 (識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判平成7年4月

























































(4) H-18.4.7(識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差
























(5) H-18.7.26 (識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差止・国賠， (セン






































(6) H-18. 12. 11 <識別【流通】/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢
支判平成 18年 12月11日9)(判時1962号40頁，①→H-17.5.30(識別【流通】/(県)差
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直接的に強〈コミットするのは， H-18. 2. 9 (識別【流通】/(府県)差止/国賠，
(センター)差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判12)，H-18. 12. 11 (識別【流通】/
(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判13)，H-18. 7.26 (識別【流通】/
















H-6.10.28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判は，前述《消極主義II)(ニJC (2) 
(c)付)で、扱った判決と同旨。
(ウ) 指紋押捺制度は憲法 14条 (B規約26条， 2条1項)に違反しない







H-6.10.28 <指紋【収集】/国賠〉大阪高判は，前述《消極主義II)にJC (2) 
(c)肋で、扱った判決と同旨。
加) 指紋押捺制度の必要性は消滅していないし，形骸化していない






H-18. 4. 7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国
賠， (国)国賠〉東京地判， H-18. 7.26 <識別【流通]/(町・区)差止， (市・県・都)







H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18. 2. 9 <識別
【流通]/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判， H-
18.4.7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18.7.26 <識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差止・







H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18. 2. 9 <識別
【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判， H-
18.4.7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18.12.11 <識別【流通】/(県)差止， (センター )差止〉
名古屋高金沢支判は，上記表題のように述べる。もっとも， H-18. 7. 26 <識












H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18.2.9 <識別
【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠)大阪地判， H-
18.4.7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18. 7.26 <識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差




H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18.2.9 <識別
【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判， H-
18.4.7<識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18. 7.26 <識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差
止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉東京地判，日-18.12.11<識別【流
通】/(県)差止， (センター)差止〉名古屋高金沢支判は，前述《消極主義11))
β(-) C (2) (a)同で扱った判決と同旨。
(対住基ネットには個人情報保護措置が講じられ，安全で，プライパ
シー権侵害の危険は認められない
H-17.4.28 <識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18. 2. 9 <識別
【流通】/(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判， H-
18.4.7 <識別【流通】/(区)差止/国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠，
(国)国賠〉東京地判， H-18.7.26 <識別【流通】/(町・区)差止， (市・県・都)差


















































































12) 本判決は， I人格的自律j概念に明確に言及し， I人格の生存や発展j という概念
も用いる。また， I自己情報管理権j という概念を用いつつ，自己情報コントローノレ
権に強〈コミットする。












15) H-17.4.28 (識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判は， I人格的自律」の概
念は用いるが，間接的な表現にとどまる。また， I自己情報コントローノレ権」概念は
用いないが，実質的には，明確にコミットする。 H-18.4.7(識別【流通】/(区)差止/
国賠， (都)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉東京地判は， I人格的自律」
概念については，間接的に言及する程度であるが，自己情報コントローノレ権につい
ては，同概念を用いないものの，かなりコミットする。
16) H-17.4.28 (識別【流通】/(市)支出差止・賠償〉名古屋地判， H-18. 2. 9 (識別【流通】/
(府県)差止/国賠， (センター )差止/国賠， (国)国賠〉大阪地判は，公共の福祉概念を
用いない。
17) 植木俊哉・ジュリ 1089号 343頁 (1996)，山下泰子・別冊ジュリ 156号 110頁
(2001)，西埜章・判評439(判時 1534)号 197頁(1995)。
18) 小山剛・受験新報655号 12頁 (2005)。

















(1) H-19.10.17 <識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター)差止・国賠，
(国)国賠〉東京高判平成 19年 10月17日(訟月 S4巻 1号2869頁，①→H-18.3









































































































H-19.10.17 (識別【流通】/(県)差止・国賠， (センター )差止・国賠， (国)国賠〉
東京高判は，一貫して本人確認情報の重要性に言及する(注5)参照)。
(司氏名権・人格権侵害でない


































































































(1) H-20.3.6<識別【流通】/(市)差止・国賠〉最 l判平成 20年3月6日(民
集62巻3号665頁，①→H-16.2. 27 (識別【流通】/(市)国賠)大阪地判，②→H-18.11.30 
















































































































































3) 榎透・法セミ 647号 123頁 (2008)。




ラ作りであるとして，その差し止めを求めた。これに対し， D・ 6~ 判決は，例え
ば，本人確認情報について，住基ネット導入以前から住民票記載事項として管理利
用されてきたことを強調する。そこに情報の検索機能を有する住民票コードが付さ
れ， しかもコンピュータによって全国ネットワーク化されたという質的な転換につ
いての考察がまったくない。住民票コードについて，無作為に選んで割り当てられ
たもので，秘匿性は認められないという。住民票コードのマスターキーとしての機
能が無視されている。漏えいやデータマッチングの危険という指摘については，そ
れらの禁止規定の春在をもってその危険性を否定しているに過ぎない。多くの漏え
いの事実は無視されている。住民票コードをマスターキーとしたデータマッチング
の危険という指摘に対しては，個人情報を一元的に管理することができる機関又は
主体は存在しないとして主張を斥けている。しかし，すでに導入され運用されてい
るAPISでは，海外から日本に入国する乗客・乗員の情報が，法務省，警察庁，財
務省に統一的に集約され保管，管理されるシステムが完成しているし，現在各省庁
において進められている情報システムの最適化計画によって，各省庁をまたがった
127 
データのマッチングが可能にされようとしているが，これらは，まったく無視され
ている。このように，W3・6.1判決の判断は，ことごとし問題の実質に踏み込まな
い，形式主義的思考に終始している。その結果として， D・6.1判決は，まさに政府
が進めている国民の情報の一元管理という施策を後押ししているという役割を果た
しているJという批判がある。渡辺千古・法と民主主義433号 25頁 (2008)。
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